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日本仏教福祉論の展開
――「仏教社会福祉」の定義をめぐる議論に焦点をあてて――
菊 池 　 結
Ⅰ．はじめに
筆者は、博士論文執筆の目的の一つを、仏教福祉
4 4 4 4
とは何かを明らかにする
ことであるとした。本論文では、仏教社会福祉の定義
4 4 4 4 4 4 4 4 4
をめぐる議論に焦点を
あてて執筆する。最初に、仏教福祉と仏教社会福祉のことばの整理を簡単に
する。筆者の整理では、仏教福祉は包括概念であり、下位概念に宗教行為と、
仏教社会福祉がある。そして、現在の議論では、仏教社会福祉はほぼ社会福
祉とイコールの関係となっている。本論文で問題とするのは、仏教社会福祉
の定義についてである。
更に言えば、仏教福祉と、仏教社会福祉に対する定義は、諸先生の研究と
議論の積み重ねのなかで、『仏教社会福祉辞典』（法蔵館、2006 年）において、
定義づけはされている。
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しかし、ここであえて問題としたいのは、仏教社会福祉について論じると
きに、実践と理論の乖離、そして仏教社会福祉の独自性についての課題は残
るということである。筆者は、特に、社会福祉が学問的にあるいは専門的に
確立されていくほどに、仏教社会福祉のパワーが衰えていくのではないかと
いう危機感をもっている。また、宗教行為であったはずの仏教者の社会実践
が、社会福祉という尺で図られることへの危機感ももっている。ただし、そ
のこと自体が良いか悪いかという議論ではない。
なお、仏教福祉が分かりにくい原因を、先行研究に対する 3つの批判か
ら指摘すると以下の通りである。
・仏教福祉史の連続性が分断されている。
・思想から実践を説明している。
・仏教福祉の宗教性を捨象している。
だから、仏教福祉とは何かが分かりにくい。
Ⅱ．本論文の意図
筆者は、本論文では、仏教社会福祉の定義
4 4 4 4 4 4 4 4 4
をめぐる議論に焦点をあてて執
筆すると述べた。その意図は、第１に、従来の「仏教社会福祉」の定義では、
仏教者がなぜ福祉実践を行うのか、時代背景と仏教思想からは、十分に説明
できていないと思われた。つまり、なにをに特化している。第２に、従来の「社
二
定 義　　仏教福祉は、仏教と福祉の関わり、または仏教慈善（事業）、さ
らに仏教による福祉（理念・事業・歴史・制度）を目指す包括
的概念である。それに対し、仏教社会福祉は、歴史と社会に規
定された社会福祉問題に対応する民間社会福祉事業として、仏
教はどのように関わっているかを考えると同時に、仏教精神（理
念・価値）を主体的契機として、現実的・具体的なソーシャル
ワーク実践の可能性と固有性を追求することである。
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会福祉」の定義では、宗教行為であるべき仏教者の福祉実践を把握しきれな
いと思われたからである。
つまり、筆者が伝えたいことは、仏教とは宗教だ、ということを忘れては
いけないことであり、仏教福祉実践をみるときに、「社会福祉」の概念から
はみ出すものを見捨ててはいけないということである。そのためには、より
広い仏教社会福祉の定義が必要となる。次に、仏教社会福祉の定義をめぐる
議論の２つ述べる。
Ⅲ．仏教社会福祉の定義をめぐる議論
Ⅲ―ⅰ　仏教か、社会福祉か
まず、日本仏教社会福祉学会（1966）設立当時の仏教社会福祉論は、仏
教の社会福祉なのか、仏教と社会福祉なのかということが問題となった。言
いかえれば、仏教社会福祉は、実践領域として、仏教実践か、社会福祉実践
かという問題である。このことは、「仏教社会福祉」ということばが現在なお、
かかえている大問題である。
なお、同学会の設立当時は、「実践仏教学とか応用仏教学とか、名称はど
うでもよいが」（1）とあるように、名称は問題とされていない。しかし、
当時は仏教学の研究者と社会福祉学の研究者が入り乱れ、仏教社会福祉の意
味を共有しないままに、混乱したままさまざまな議論が行われている印象を
受ける。また、学会年報に掲載された研究論文をふりかえると、仏教社会福
祉に対する呼び方でさえ統一されていなかったことがうかがえる。
当時、水谷幸正が指摘するように、「概念そのものが明確にされていない
のであるから、立場や発想や視点の相違によって議論がかみ合わない、とい
うほかの学問領域においてよく見られる現象ですら、仏教社会福祉の場合は
漠然としてしまって整理できないでいる」［水谷、1977、26 ページ］（2）
といった状態であった。
筆者は、仏教福祉や仏教社会福祉ということばは、仏教者が現代社会にお
いて「福祉」「社会福祉」を担おうという自負をもって創り出した言葉であっ
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たと考えている。それは、水谷の「わたくしの意図する仏教社会福祉学は、
社会科学の一科として成立するというような仏教福祉論ではなく、仏教プロ
パーからの必然的な展開としての社会福祉を解明しようとするものである」
［水谷、1994、104 ページ］（3）といった、仏教即社会福祉といった理解
に表れている。
しかし、後に『仏教社会福祉辞典』の編纂委員長となった中垣昌美は、「学
問領域の上から位置づけるとすれば、当然それは仏教学の一分科ではなく、
社会福祉学の一分科として位置づけられねばならない。しかも、社会科学の
一分科としての社会福祉学の成立を認めている限りにおいて、仏教社会福祉
学もその研究方法において社会科学の視点と手法を無視することはできな
い。」［中垣、1998、51-52 ページ］（4）と述べ、仏教即社会福祉などの理
解を厳しく批判する。
なお、従来の仏教福祉研究に対してなされた批判は、以下の３点である。
・社会福祉がいかなる時代にもあるとする、超歴史的理解。
・仏教思想をもってすれば、社会的あるいは個人的問題が解決するとい
う仏教至上主義。
・社会科学への誤謬があるために、社会福祉への不足をのべること。
Ⅲ―ⅱ　宗教か、社会福祉か
いまあえて、仏教社会福祉は宗教か社会福祉かと問わなければいけないだろ
う。『仏教社会福祉辞典』において、仏教社会福祉の今日的課題は、「民間社会
福祉の一翼を担い、大乗仏教の精神を基盤とする心のケアやターミナルケアに
みられる自発的・主体的な社会福祉実践活動の具現化である」と書かれている。
しかし、すでに長崎陽子が指摘するように、以下の課題が生じている。
１、社会科学を基調とする仏教社会福祉は、表面的には、社会科学が強
調されると相対的に、仏教思想と関連性がないようにみえる。
２、その結果、理論と実践の不一致が起こる。あるいは、まったく仏教
思想と無関係に実践が行われる場合もありうる。
そうした場合、仏教社会福祉の独自性や固有性はどこに見出せばいいのだ
ろうか。長崎は、人間・科学・宗教オープン・リサーチ・センター（龍谷大
四
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五
学）における仏教社会福祉研究の第 1の目的は、理論と実践の一致にある
と述べている［長崎、2008、81 ページ］（5）。続けて、「たしかに、仏教
思想は仏教社会福祉が社会福祉としてサービスを行うとき、表にでることは
ない」［長崎、2008、81 ページ］（6）と述べている。これらは、社会福祉
を行うときに、仏教思想は（少なくとも表面上は）、使わないということを
意味している。
また、仏教思想を社会福祉を行う主体的契機とする場合にも、主体者を社
会福祉実践に結びつかせたものが、何らかの仏教思想と結びつくことで、例
えば、人間関係が平等となるかどうかは、また別の検討が必要だと思われる。
しかし、この点を理論化し、理論と実践を一致させなければ仏教社会福祉の
存在意義が問われることになりかねない。
船本淑恵による「浄土真宗本願寺派社会福祉施設実態調査報告（概要）」（7）
によると、本願寺派の社会福祉施設に仏教的特色を「含んでいる」と回答し
た施設は、18・3％であり、「含んでいない」は 54・5％であった。船本は、「た
だし、以前は含んでいたが、行政の指導により仏教的特色を含まない定款に
改正した施設や、改正中であるという記述もみられたことを考えると、設立
当初を含めると、仏教的特色を含んだ理念を掲げていた施設の割合が高くな
るのではないかと推測できる」［船本、2008、204 ページ］（8）と述べて
いるが、半数以上の施設が仏教的特色を「含んでいない」と回答しているこ
とになる。このことは、現在、日本で宗教団体が社会福祉実践を行うことは、
困難であるという現状を表しているともいえるが、仏教的特色のない仏教社
会福祉論では、やはり、その役割を示すことはできないだろう。仏教社会福
祉を社会福祉の一分野とすることは、確かに、現実的で具体的な社会サービ
スを行うための前提であるかもしれない。しかし、宗教行為としての仏教者
の社会的実践が、仏教社会福祉の定義に当てはまらないからといって、その
実践を捨象してしまうことは、仏教福祉実践がもつ豊かさや複雑さを見過ご
すことになりかねないのではないだろうか。
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Ⅳ．（新）ソーシャルワーク専門職の世界定義
また、仏教社会福祉をめぐる議論のなかで重要な最新のできごとは、
2014 年７月９日～ 12 日に、オーストラリアのメルボルンで開催された、
国際ソーシャルワーク連盟（IFSW）、国際ソーシャルワーク教育学校連盟
（IASSW）、国際社会福祉協議会（ICSW）の主催による、ソーシャルワーク、
教育及び社会開発に関する合同世界会議 2014 である。そこでは、７月６日
～７日のIFSW総会および７月10日のIASSW総会において、ソーシャルワー
クの世界定義の改訂が 14年ぶりに採択された。
（社会福祉専門職団体協議会、日本社会福祉教育学校連盟による共同和訳）
太字：筆者
この新しい世界定義は、仏教者（特にアジア）の社会実践を考えるうえで２
つの課題をもっている。第1に、ソーシャルワーカーは、プロフェッショナ
ルソーシャルワーカ （ー専門職）であると定義されている点で、現行のソーシャ
ルワークの国際定義では、多くの仏教者の社会実践は、ソーシャルワークでは
ないとされる。第２に、「および地域・民族固有の知を基盤として」、「この定義は、
各国および世界の各地域で展開してもよい」という文章が追加されていること
である。その国ごと、地域ごとにそったソーシャルワークの定義を考えること
ができる（ただしこのグローバル定義を基にそれに反しない範囲で）。
なお、上記の和訳では、「この定義は、各国および世界の各地域で展開し
てもよい」に、「今回、各国および世界の各地域（IFSW/IASSWは、世界を
六
ソーシャルワークのグローバル定義
ソーシャルワークは、社会変革と社会開発、社会的結束、および人々のエン
パワメントと解放を促進する、実践に基づいた専門職であり学問である。社
会正義、人権、集団的責任、および多様性尊重の諸原理は、ソーシャルワー
クの中核をなす。ソーシャルワークの理論、社会科学、人文学、および地域・
民族固有の知を基盤として、ソーシャルワークは、生活課題に取り組みウェ
ルビーイングを高めるよう、人々やさまざまな構造に働きかける。
この定義は、各国および世界の各地域で展開してもよい。
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アジア太平洋、アフリカ、北アメリカ、南アメリカ、ヨーロッパという 5
つの地域＝リージョンに分けている）は、このグローバル定義を基に、それ
に反しない範囲で、それぞれの置かれた社会的・政治的・文化的状況に応じ
た独自の定義を作ることができることとなった。これによって、ソーシャル
ワークの定義は、グローバル（世界）・リージョナル（地域）・ナショナル（国）
という 3つのレベルをもつ重層的なものとなる」という注がついている。
Ⅴ．おわりに
筆者は、博士論文で、明治後期から現在にかけて、信仰や思想から行われ
た仏教者の社会的実践が、現在の社会福祉制度の中で、体系化され、「仏教
社会福祉」として整理されてきた過程について述べた。そのことは、他面、
仏教者が宗教行為である自らの社会的な実践に福祉の必要性を主張した歴史
であるともいえる。
本論文では、仏教社会福祉の定義をめぐる議論に焦点をあてて二つの議論に
ついて述べた。仏教社会福祉が現在の社会福祉制度のなかで整理されることは、
そのことは、とても素晴らしいと思う。しかし、信仰と、政教分離を前提とし
た日本の社会福祉制度のはざまで、とまどいを感じることはないだろうか。
また、Ⅳで述べたように、現在、その地域独自のソーシャルワークの定義
が求められている。文化のなかに仏教思想が根ざしたアジア地域においては、
仏教は、ソーシャルワークの価値に貢献することが出来るだろう。ソーシャ
ルワーカーが何のためだろうとゆらぐとき、自分の信念、信仰に迷うとき、
仏教はその答えに導く手助けができると考えられる。現に、ベトナムをはじ
めとする仏教と福祉実践のつながりが強い地域では、いくつかの大学で仏教
者の社会実践に学ぼうという研究が行なわれている。そのためにも、より広
い仏教社会福祉定義の観点から、仏教と社会実践の問題を考えるべきだと、
筆者は考えている。
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